公益財団法人東京都中小企業振興公社
理事長　　殿

申請前確認書
公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下、「公社」とする。）が実施する令和元年度製品改良・規格等適合化支援事業を申請するにあたり、申請書に虚偽記載がないこと、ならびに次の要件及び注意事項の全てを確認した。

記
1 次の(1)～(4)のいずれかに該当する法人又は個人事業者である
(1) 製造業・その他業種：資本金3億円以下又は従業員300人以下
(2) 卸売業：資本金1億円以下又は従業員100人以下
(3) サービス業：資本金5千万円以下又は従業員100人以下
(4) 小売業：資本金5千万円以下又は従業員50人以下
2 次の(1)～(4)の要件を全て満たす会社である
(1) 大企業（中小企業者以外の者：中小企業投資育成(株)、投資事業有限責任組合を除く。以下同様とする。）が単独で発行済株式総数又は出資総額の2分の1以上を所有又は出資していない
(2) 大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の3分の2以上を所有又は出資していない
(3) 役員総数の2分の1以上を大企業の役員又は職員が兼務していない
(4) その他大企業が実質的な経営に参画していない
3 東京都及び公社に対する賃料・使用料等の債務の支払いが滞っていない
4 本申請と同一テーマ・内容で公社・国・都道府県・区市町村等から助成を受けていない
5 過去に公社・国・都道府県・区市町村から補助金・助成金の交付を受け、不正等の事故を起こしていない
6 過去に公社から助成金の交付を受け、「企業化状況報告書」や「実施結果状況報告書」等が未提出ではない
7 自社と資本関係、役員又は従業員の兼務、自社代表者3親等以内の親族による経営等の取引に係る費用が助成対象経費に含まれていない
8 申請時において、製品改良、規格適合・認証取得等が概ね終了しているものではない
9 申請者以外（親会社・子会社を含む）のための規格適合・認証取得を行うものではない
10 申請する製品等は申請者以外（親会社・子会社を含む）の開発するものではない（製造・販売権を承継している場合を除く）
11 開業や設備投資、運転資金の調達など、製品改良、規格適合・認証取得以外を目的としているものではない
12 特定の顧客（法人・個人）向けの製品改良や一企業が独自に定める自主基準、企業規格への適合に関するものではない
13 本事業の実施中においては、支払いが確認できる書類（請求書、振込控等）のほか、その履行が確認できる資料（納品書、仕様書、設計図・図面、試験評価報告書等）を公社の求めに応じて提出する
14 本事業実施の途中で申請要件を満たさなくなった場合や、目標達成の見込みがないと判断された場合、期限までに所定の書類を提出しなかった場合など、助成対象期間内であっても支援を打ち切る場合があることを理解した
15 本事業の成果に基づく事業化（改良品の販売開始）は、助成事業の完了後から開始する
16 本事業は、製品等の優位性や規格への適合性、適合宣言の妥当性を公社が保証するものではないことを理解した
17 本事業の成果を活用し、東京都内において引続き事業活動を実施する予定である
18 「令和元年度製品改良・規格等適合化支援事業募集要項」の「12　交付決定の取消し及び助成金の返還」に基づき交付決定の取消又は助成金の返還請求がなされる場合があることを理解した　　　　　　　　　　
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